
　　　　　　　国土交通省：03-5253-8111（代表）

区　　　　　　　分 担当局・課名 役職・担当者名 内線 直通

全体について 総合政策局政策課 企画専門官　須藤 24-262 03-5253-8259

企画専門官　折原 24-272

Ⅰ．豊かで安全・安心な暮らしの実現

 １．住まいの質の向上・無理のない負担での住宅の確保

　①新築住宅に係る税額の減額措置の延長 住宅局住宅企画官付 課長補佐　阪場 39-233 03-5253-8505

　②認定長期優良住宅に係る特例措置の延長 住宅局住宅生産課 企画専門官　門元 39-414 03-5253-8510

　③買取再販で扱われる住宅の取得に係る特例措置の延長 住宅局住宅政策課 課長補佐　矢吹 39-218 03-5253-8504

　④耐震、バリアフリー、省エネ改修が行われた既存住宅に係る特例措置の延長・拡充 住宅局住宅生産課 企画専門官　門元 39-414 03-5253-8510

　⑤空き家の発生を抑制するための特例措置の創設 住宅局住宅総合整備課 課長補佐　江原 39-373 03-5253-8502

　⑥サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長 住宅局安心居住推進課 課長補佐　榎本 39-863 03-5253-8952

　⑦居住用財産の買換え等に係る特例措置の延長 住宅局住宅企画官付 課長補佐　阪場 39-233 03-5253-8505

 ２．防災・減災対策の強化

　①防災・減災に資する道路の無電柱化の促進に係る特例措置の創設 道路局環境安全課 課長補佐　田中 38-272 03-5253-8495

　②津波対策に資する港湾施設等に係る特例措置の延長 港湾局海岸・防災課 広域連携推進官　山形 46-735 03-5253-8688

Ⅱ．地域の魅力を生かした活力ある地域づくり

 １．都市の競争力・魅力の向上

　①低未利用地が散在するまちのにぎわいを再生するための制度改正に伴う特例措置の拡充
都市局市街地整備課
住宅局市街地建築課

課長補佐　石井
課長補佐　有田

32-752
39-613

03-5253-8414
03-5253-8516

　②都市農業振興基本法の制定を受けた都市農地・緑地に係る所要の措置
都市局都市計画課
都市局公園緑地・景観課

課長補佐　野村
国際緑地環境対策官　望

32-643
32-912

03-5253-8409
03-5253-8420

 ２．観光立国の推進

　①地方を訪れる外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充 観光庁観光戦略課 企画官　森 27-102 03-5253-8322

　②寄附金の損金算入の特例等の対象となる国際会議の範囲の拡大 観光庁参事官（国際会議担当） 観光渉外官　佐藤 27-602 03-5253-8938

 ３．活力ある交通ネットワークの形成

　①JR九州の完全民営化に伴う税制上の所要の措置 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　②JR北海道・JR四国に交付する助成金に係る圧縮記帳 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　③並行在来線の鉄道施設に係る特例措置の延長 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　④都道府県の条例に定める乗合バス車両の取得に係る非課税措置の延長 自動車局旅客課 バス事業活性化調整官　小林 41-203 03-5253-8568

　⑤国内線航空機に係る特例措置の延長 航空局航空ネットワーク部航空事業課 課長補佐　松島 48-502 03-5253-8706

Ⅲ．成長戦略の推進と国際競争力の更なる強化

 １．自動車の車体課税の見直し

　①環境性能課税導入時における事業用自動車等への軽減措置、グリーン化特例の延長等
自動車局総務課企画室
自動車局環境政策課

財務企画調整官　広瀬
課長補佐　家邉

41-152
42-504

03-5253-8563
03-5253-8604

 ２．交通インフラの機能強化

　①新たな物流効率化のための計画に係る特例措置の創設等 総合政策局物流政策課
課長補佐　内田
環境班長　針生

25-302
53-315

03-5253-8300
03-5253-8799

　②JR貨物が取得する機関車・コンテナ貨車に係る特例措置の延長 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　③鉄道駅等のバリアフリー施設に係る特例措置の延長・拡充 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　④国際船舶の登記に係る特例措置の延長・拡充 海事局外航課 課長補佐　羽矢 43-302 03-5253-8618

　⑤成田国際空港株式会社の事業用資産に係る特例措置の延長
航空局航空ネットワーク部首都圏空港課
成田国際空港企画室

課長補佐　高橋 49-332 03-5253-8956

平成２８年度税制改正要望　問合せ先一覧



Ⅳ．その他要望事項

　○特定住宅被災市町村の区域内にある土地等を譲渡した場合の2,000万円特別控除の特例措置の延長 土地・建設産業局総務課公共用地室 課長補佐　倉田 30-148 03-5253-8270

　○民間都市開発推進機構の行う業務（支援限度額が拡充された共同型都市再構築業務）を収益事業の範囲から除外する特
例措置の拡充

都市局まちづくり推進課 課長補佐　近藤 32-542 03-5253-8127

　○認定誘導施設等整備事業の公共施設等における課税の特例措置の延長 都市局まちづくり推進課 課長補佐　杉井 32-512 03-5253-8406

　○高規格堤防整備事業に伴い取得する建替家屋に係る課税標準の特例措置の延長 水管理・国土保全局治水課 課長補佐　梅津 35-532 03-5253-8450

　○高速道路株式会社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構が事業の用に供する不動産の取得及び固定資産
に係る非課税措置の延長

道路局総務課高速道路経営管理室 企画専門官　淡中 37-212 03-5253-8477

　○特定の増改築等に係る住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除等に係る要件緩和措置の延長 住宅局住宅生産課 企画専門官　門元 39-414 03-5253-8510

　○認定低炭素住宅に係る特例措置の延長 住宅局住宅生産課 企画専門官　門元 39-414 03-5253-8510

　○マンション建替事業の施行者等が受ける権利変換手続開始の登記等の免税措置の延長 住宅局市街地建築課マンション政策室 課長補佐　長谷川 39-682 03-5253-8509

　○マンションの建替え等の円滑化に関する法律における施行者又はマンション敷地売却組合が要除却認定マンション及びそ
の敷地を取得する場合の非課税措置の延長

住宅局市街地建築課マンション政策室 課長補佐　長谷川 39-682 03-5253-8509

　○宅地建物取引業者等が取得する新築住宅の取得日に係る特例措置及び一定の住宅用地に係る税額の減額措置の期間
要件を緩和する特例措置の延長

住宅局住宅企画官付 課長補佐　阪場 39-233 03-5253-8505

　○昨年末の経済対策を含むこれまでの措置の実施状況や今後の住宅着工の動向等を踏まえた住宅市場に係る対策につい
ての所要の措置

住宅局住宅企画官付 課長補佐　阪場 39-233 03-5253-8505

　○地域鉄道の事業用資産に係る特例措置の拡充・延長 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　○被災鉄道路線の移設に伴う用地取得に係る登記に対する免税措置の延長 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　○新たな重量車排出ガス規制の導入に伴う特例措置の見直し
自動車局環境政策課
自動車局総務課企画室

課長補佐　家邉
財務企画調整官　広瀬

42-504
41-152

03-5253-8604
03-5253-8563

　○特定離島路線航空機の範囲の拡大
航空局航空ネットワーク部航空事業課
航空局航空戦略課

課長補佐　松島
課長補佐　中川

48-502
48-152

03-5253-8706
03-5253-8695

　○独立行政法人の組織の見直しに伴う税制上の所要の措置（国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所、独立行政法
人自動車技術総合機構、独立行政法人海技教育機構）

総合政策局技術政策課
自動車局技術政策課
自動車局自動車情報課
自動車局整備課
海事局海技課

課長補佐　鈴木（晋也）
課長補佐　多田
課長補佐　小林
点検整備推進対策官　堀江
企画調整官　石田

25-615
42-202
42-102
42-402
45-302

03-5253-8950
03-5253-8590
03-5253-8588
03-5253-8589
03-5253-8655

　○関西国際空港・大阪国際空港に係る公共施設等運営権の設定登録に対する特例措置の廃止
航空局航空ネットワーク部近畿圏・中部圏空
港政策室

企画調整官　古屋 51-612 03-5253-8729

　○国の補助を受けて取得した被災代替鉄道施設に係る特例の廃止 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　○被災した特定地方交通線特例の対象資産の代替資産に係る特例の廃止 鉄道局総務課企画室 専門官　中島 40-175 03-5253-8526

　○一時差異等調整引当額についての所要の措置 土地・建設産業局不動産市場整備課 課長補佐　松野 25-132 03-5253-8289

　○投資信託等に係る二重課税調整措置の見直し 土地・建設産業局不動産市場整備課 課長補佐　松野 25-132 03-5253-8289

　○特定の資産（被災区域の土地等）の買換えの場合等の譲渡所得に係る特例措置の延長 土地・建設産業局不動産市場整備課 課長補佐　神澤 30-633 03-5253-8381

　○被災地の地方公共団体が委託者となる土地信託の登録免許税の免税措置の延長 土地・建設産業局不動産市場整備課 課長補佐　神澤 30-633 03-5253-8381

　○産業競争力強化法に基づく事業再編等に係る登録免許税の軽減措置の延長 土地・建設産業局建設市場整備課 課長補佐　大島 24-824 03-5253-8281

　○特定被災区域内において都市計画事業に準ずる事業として行う一団地の津波防災拠点市街地形成施設の整備に関する
事業のために土地等を譲渡した場合における所得の特別控除の延長

都市局都市安全課 企画専門官　落合 32-302 03-5253-8401

　○東日本大震災の被災地における防災集団移転促進事業の移転元地を利活用するために土地の交換を行った場合の特例
措置の創設

都市局都市安全課 企画専門官　落合 32-302 03-5253-8401

　○復興産業集積区域における機械及び装置、建物及びその附属設備並びに構築物の特別償却等の特例措置の延長及び要
件の緩和

都市局まちづくり推進課 課長補佐　杉井 32-512 03-5253-8406

　○エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は特別控除の拡充・延長 水管理・国土保全局下水道部下水道企画課 課長補佐　太田 34-172 03-5253-8427

　○被災代替償却資産に係る特例措置の延長

鉄道局　総務課企画室
海事局　内航課
海事局　船舶産業課
港湾局　技術企画課技術監理室
港湾局　港湾経済課
航空局航空ネットワーク部航空事業課

専門官　中島
企画調整官　金子
専門官　松本
課長補佐　平野
課長補佐　森髙
課長補佐　松島

40-175
43-402
43-644
46-632
46-853
48-502

03-5253-8526
03-5253-8627
03-5253-8634
03-5253-8681
03-5253-8629
03-5253-8706



　○被災自動車等に係る特例措置の延長 自動車局総務課企画室 財務企画調整官　広瀬 41-152 03-5253-8563

　○被災自動車等の代替取得に係る特例措置の延長 自動車局総務課企画室 財務企画調整官　広瀬 41-152 03-5253-8563

　○被災代替資産等に係る特別償却の延長

自動車局総務課企画室
鉄道局　総務課企画室
海事局内航課
港湾局技術企画課技術監理室
港湾局港湾経済課
航空局航空ネットワーク部航空事業課

財務企画調整官　広瀬
専門官　中島
企画調整官　金子
課長補佐　平野
課長補佐　森髙
課長補佐　松島

41-152
40-175
43-402
46-632
46-853
48-502

03-5253-8563
03-5253-8526
03-5253-8627
03-5253-8681
03-5253-8629
03-5253-8706

　○公共の危害防止のために設置された施設又は用設備に係る特例措置の延長
港湾局海洋・環境課
住宅局建築指導課
自動車局整備課

課長補佐　相澤
課長補佐　斎藤
点検整備推進対策官　堀江

46-674
39-513
42-402

03-5253-8685
03-5253-8951
03-5253-8589


